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は じ め に
日本を襲う四つの気象異変

──確率の場が変わってしまった──

ダムは洪水を貯留し、渇水時に補給する。ダムや

河川の計画を策定する際には降雨現象の確率計算等

が実施される。この数年、河川の計画論にかかわる

四つの気象異変が急激に増加してきている。

降れば 大雨 ・降雨のバラツキ大

東京大学の松本淳（気候学）らの研究によれば

年以降の 年間を対象に豪雨（ 年間のデータの

中で 日の降水量の多い順に並べたときの百位の数

値を基準値とし、基準値以上を記録した場合を豪雨

と定義し）の頻度を調べれば、 年は年間 日

だったが、 年には 日に増加、年毎のバラツキ

はあるものの 年代頃から増える傾向にあることが

明らかにされた。豪雨の際の降水量も 年間で

ミリほど増加し、一方で弱い雨の際の降水量は大幅

に減少している。その原因は地球温暖化で大気の流

れが変化し、降れば 大雨 、 豪雨 、降らない時

は全く降らないというように降雨のバラツキが大き

くなってきている。そして、気象庁の予測では、

年後の夏は大雨で全国的に夏の降水量は ％増加す

るという。

年降水量の減少

気象庁資料のこの 年間の年降水量を調べると

東北・関東・四国・北九州等では ミリ以上減少、

中部・中国・南九州等では ミリ減少、北海

道等では ミリ減少と全国的に減少してきてい

る。 の降れば 大雨 、 豪雨 と考え合せると、

無降水日は増加傾向にある。

局地豪雨の激増

全国各地で局地的な短時間の集中豪雨が頻発する

ようになってきた。気象庁のアメダスの全国

箇所のデータによると、 時間 ミリ以上の降水量

の観測は平成 年は 回で過去最多である。 ミ

リの雨とは 滝のように降る 傘が全く役に立た

ない ような雨で各種防災の一つの目途の雨量であ

る。また日降水量 ミリ以上の雨も平成 年は

回で過去最多である。また日降水量 ミリと言う

記録も平成 年は 回とこれも過去最多である。い

ずれの記録も 年の観測が始まって以降、増加傾向

がうかがわれる。

季節区切の大異変

梅雨入り、梅雨明け宣言が明確に出来なくなって

きた。平成 年のように洪水期を外れた 月末から

月に記録的な豪雨被害が生じた。洪水期の設定を

考え直さなくてはならない。この 年の間の新

聞記事の見出しをたどることにより、季節の区切の

異変が生じていることがわかる。

月 年に一度異常な 月、平均気温 地点

で過去最低、日照時間東京わずか 時間 （ 年

月 日）。 月 梅雨明け、東北は特定できぬ

可能性、関東甲信、やっときょうにも （ 年

月 日）。 月 いまさら夏本番、中秋メラメラ、

東京電力最高 熱中症も、東京 度・大阪 度

（ 年 月 日）。 月 月の降水量が観測史

上最多、 地点 （ 年 月）。 月 月暑か

った、 箇所で最高更新、観測地点の半数以上（
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年 月 日）。 月 師走の夏日、関東軒並み

度超、暴風も過去最高東京 メートル、北海道は

大雪、札幌 センチ （ 年 月 日）。

以上は日本列島を襲う気象異変であるが、これら

の現象は世界的にも起きている。新聞等ニュースで

たどって見ると、地球規模で気象異変が着実に進ん

でいる。

── 年世界の空がおかしい──

異常高温 アフリカの北部チュニジア 月末最

高気温 度（平年は 度）記録。フランス南部も

度を越す。仏、政冶問題に、推定死者 万 千人、

政府高官辞任。 異常豪雨 中国の重慶、 ヶ月降

水量 ミリ（平年 ミリ）・スリランカ南部、豪

雨で 人以上死者・行方不明者。 異常少雨 バイ

カル湖南部からモンゴル北部、スカンジナビア半島、

トルコ（いずれも最近 ヶ月降水量は平年の

％）。

四つの気象異変から、洪水の頻度、規模が大きく

なり、そして渇水に対する安全度も低下してきてい

る。危惧すべき事態である。気象現象の確率の場が

変わってしまった。

食糧自給と水問題
──瑞穂の国の 国家百年の計 の水政策──

ドイツ環境省の発表によると、地球環境はダイナ

ミックに変化していっているという。 日で熱帯雨

林が 消失し、農耕地は 減少し、

炭酸ガスは 万トン空中へ放出されている。そ

して 日で 万 千人が誕生し、 万 千人が死亡

して差し引き 日に 万 千人増加し、 年間では

万人増加している。 万人の増加に対して

必要な穀物量は 万トンで、それに必要な耕作

面積は 万 、その耕作に必要な水の量は 億

トンであるという。利根川の年間総流出量の 倍、

琵琶湖の貯水量に匹敵するという。まさに地球環境

にとって恐ろしい時代に突入したものだ。

日本の穀物問題と水問題について考えてみたい。

日本の穀物自給率は昭和 年から平成 年までの

年間に ％から ％に激減した。一方同じ期間に、

フランスは ％から ％に、ドイツは ％から

％にそしてイギリスでは ％から ％に自給率

を上げている。日本の輸入先は、トウモロコシは約

％、小麦は ％、大豆は ％とアメリカ一国に偏

重している。この実情についてどのように考えるか、

百家争鳴 の議論がある。現在の小泉内閣の経済

政策からは 市場原理を貫くことこそ、日本そして

世界の繁栄につながる。世界経済はグローバル化し

ていて、個々のアンバランスを気にしていたのでは

世界貿易は成り立たない。 という意見になる。し

かし、一方 国防と食糧だけは、他国との協力は当

然としても、自らある程度確保するのが独立国家で

はないか、大きな国際紛争に巻き込まれたら、大変

なことになる。 という意見の人。そして 日本の

農業が廃れ、農地や田園が荒廃するのはこれが原因

である。どうにかしなければ という意見の人。

世紀の日本のあり方を考えた場合にどうすればよい

のであろうか。穀物 トンを生産するのにおおよそ

水 トンを必要とされている。

世紀は石油の争奪で紛争が生じた、 石油戦争

の世紀 であった。しかし 世紀は、水の争奪で紛

争が起こる 水戦争の世紀 になるという。 世界

のパンかご と呼ばれ、全世界のトウモロコシの

割、大豆の 割を生産するアメリカの大穀倉地帯で

異変が起きている。ワールド・ウォッチ研究所のセ

ス・ダン研究員は 地球温暖化が原因と見られる異

常気象が、近年、大草原を繰り返し襲っている と

言う。ネブラスカでは、過剰な地下水の汲み上げ取

水でオガララ水層の水位が 年で メートルも下が

り、あと 年で大草原も乾燥化し砂漠化するであろ

う と言われている。世界の穀物取引量の ％がシ

カゴの先物取引所で扱われている。この数年、トウ

モロコシや大豆の異常高値等の価格変動はその兆候

であるという。 世紀は飢餓の時代に突入したとも

言われている。

アメリカの農業学者レスター・ブラウン博士によ

ると、 年以内に異常気象や水不足などによる食糧

危機が世界的に発生するという。穀物輸出国はアメ

リカだけだと言って過言でない。中国でさえ輸出す

る余裕はない。 年にクリントンは 緊急宣言

を発令した。トウモロコシの備蓄が ％必要なとこ

ろ ％を切った。日本は ％アメリカから輸入。一

方中国では 年の 万トンからピークの 年

の 億 万トンまで大増産を果たしてきた。し

かし、そこで減産に転じて 年は 億 万ト

ンであった。この減産分の 万トンはカナダの

年間生産量に相当するという。中国は不足分を大量

の在庫を取り崩して補っている。このような対応も

年が限度で、その後は大量の穀物を世界市場

から輸入せざるを得なくなると予想されている。ア

メリカは世界最大の穀物輸出国である。中国は 億



の人口を擁する市場であるが対米貿易黒字は

億ドルに達しており、十分な購買力を有している。

日本はこれから急速に、世界の水戦争の渦中に巻き

込まれていく。欧米諸国が食糧自給率 ％を確保

したようにとはいかないまでも、大幅に落ち込んだ

自給率をせめて ％まで回復させようとしても、既

に日本の河川の水利秩序は農水の転用等が進み、打

つ手がないのではなかろうか。 瑞穂の国 日本の

国土を潤す水を確保するため、 国家百年の計 の

水政策が緊急の課題である。

国家百年の計を弄んではならない
── 脱ダム宣言 行動の背景──

平成 年 月 日付けの毎日新聞に 政治の閉塞

感を撃つ と題して、長野県知事田中康夫氏と自民

党で無派閥を貫く渡辺喜美氏、民主党政調会長の枝

野幸男氏の 人の新春政治座談会が載せられてい

た。脱ダム宣言で議会が紛糾し、知事選で再選され

た田中知事のこれまで日本の政治家にはなかった極

めて特出した政治姿勢について、本音が分かるので

はないかということで期待をもって読んでみた。以

下、関心のあるところを引用する。

田中氏は 私は（作家デビュー以来） 年間・・・

ずーと世間に晒されてきた・・・激励・・嘲笑

と・・その微妙な人々の空気のような、私に対する

評価を皮膚で感じてきた。・・芸能人やスポーツ選

手が日々移り気なファンの厳しい視線を浴びながら

成長するように、こうした 恍惚と不安 の試練は

政治家にも必要なんだ。市民が最も鋭いんです。・・

無党派を相手にするには 今週の（人気）ベストテ

ン どころか 毎秒のベストテン をやっているよ

うなしんどさです。しかも、風見鶏でなく、自分の

プリンシプル（原則、哲学）を持ち続けながら判断

し、行動し、責任を取り続けるのは。でも市民の英

知を信ぜずして、如何して政治なんぞを請け負える

かってことですね。 と言われている。また、小泉

内閣に対して、田中氏は 彼（小泉首相）が瞬間風

速的に支持されるのは、その発言がテレビ的だった

からです。でも ワンフレーズ 政治はどんなに人

気のあるテレビドラマもそうであるように ヶ月、

せいぜい ヶ月しかもたない。・・・誰も責任をと

らない護送船団の後始末は竹中平蔵というハードラ

ンディングの人を選ぶのは当然。・・・経済の専門

的知識はリーダーの必須要件ではない。大切なのは、

敏感に時代を捉える嗅覚と適確に方向を示す判断力

である。 と言われる。ところで、長野県の脱ダム

の ダムのその後について、地元新聞によると、淺

川ダムは脱ダム宣言により中止になった。その後、

淺川ダムに代わるダムによらない治水対策案が平成

年 月に県から地元に示された。その内容は名前

こそ 河道内遊水地 と言うが、事実上、高さ

メートルのコンクリートダムであった。ダム以

外の手段を検討したがダムを造らざるを得ないとい

うことである。一方、下諏訪ダムに代わる治水対策

については 年以上先送りする方針転換をしたとい

う。 ダムの地元説明会に田中知事は出席せず、住

民から 知事が出席し説明してもらわなくては納得

できない。と、知事の無責任さに不満の声が上がっ

たという。

巧言令色少なし仁 という。政治には仁をもっ

てすべしというのが論語の古今東西普遍の教えであ

る。小泉首相の ワンフレーズ 政治はまさに 巧

言 政治である。田中氏の 毎秒のベストテン的嗅

覚によるマスコミ迎合 政治はまさに 令色 政治

である。小泉首相と田中氏の共通点はマスコミに対

するパフォーマンス 巧言令色 である。小泉のワ

ンフレーズ巧言には仁は感じられない。田中氏のマ

スコミ迎合には真は感じられない。これまで、権力

者である首相や知事の一言の失言をマスコミは強烈

に批判してきた。しかし、小泉首相や田中氏の失言

には何故か寛容である。マスコミは公器である。時

の権力者がマスコミに迎合し、マスコミは時の権力

者を利用してきた。

田中氏の 脱ダム宣言 は、まさに毎秒のベスト

テン的嗅覚により、敏感に時代を把握し方向性を示

した政策のつもりである。脱ダム宣言が瞬間風速的

に支持されたのは ダムは無駄 、ダムは環境破壊

というマスコミが作る世の風潮にマッチしたからで

ある。しかし、 毎秒のベストテン的嗅覚による人

気取り政治は、どんなに人気のあるアイドルもそう

であるようにせいぜい数年しかもたない。政治とは

責任を取らなければならない。名君と言われた政治

家は国家百年の計で治水事業を行なった。 川を治

めるものは国を治める と言われてきたように治水

事業は国の根幹となるものである。治水事業は世の

風潮といったムード的嗅覚によって決めるべきもの

ではなく、徹底的に国土を知り、川の流れを知り尽

くして決めるべきものである。

（ ） 平成 年 月 日 治 水 （第三種郵便物認可） 第 号
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） 効率的・効果的な安全な地域づくりのための予

算の重点化

平成 年 月 日に閣議決定された 平成 年度

予算編成の基本方針 に基づき、安全な地域づくり、

都市再生等重点的に推進すべき 分野への投資を徹

底。予算の ％（前年度 ％）に当たる

億円を重点分野に充当。

特に、再度の災害発生の防止や床上浸水の解消等

を図る防災施設の整備を強力に推進し、メリハリを

効かせ以下の分野に予算を重点化。

地域の水害対応力強化のための床上浸水解消対

策 億円（ ）

短期集中で実施する土砂災害対策

億円（ ）

） ソフト・ハード一体となって減災を図る豪雨災

害緊急対策

総合的な豪雨災害対策についての緊急提言 （平

成 年 月 日 豪雨災害対策総合政策委員会）及

び 豪雨災害対策緊急アクションプラン （平成

年 月 日 国土交通省）を踏まえ、減災対策を展

開。

浸水想定区域図作成調査に対する補助制度の創

設

土砂災害警戒区域の指定の推進

ハザードマップ作成調査に対する補助制度の創

設

中小河川における短時間での洪水予測情報を提

供するシステムの整備に対する補助制度の創設

水系全体の河川等の整備状況を調査 評価 公表

するための三次元電子地図整備の推進

中小河川の堤防の質的強化に対する補助制度の

創設

豪雨に備えた事前放流による治水機能向上と自

然環境回復等、既設ダムの機能を総合的に改善

する事業の創設（直轄・補助） 等

） 国庫補助負担金改革

総合流域防災事業の創設

流域単位を原則として、大規模な事業や緊急に整

備が必要な事業等を除く水害・土砂災害対策の施設

整備等（河川改修、砂防設備・地すべり防止施設・

急傾斜地崩壊防止施設の整備、堤防の質的強化対策、

雪崩対策等）や、災害関連情報の提供等のソフト対

策（情報基盤整備、浸水想定区域図・ハザードマッ

プ調査、砂防基礎調査等）に係わる補助を一括して

行う制度を創設。

津波危機管理対策緊急事業の創設

東海、東南海・南海地震等に伴う津波から人命を

最優先に防護するため、各省連携の下、緊急的な危

機管理のための機能の確保及び避難対策に係るハー

ド・ソフトにわたる事業を総合的に推進する制度を

創設。

その他

河川環境整備事業費補助を統合補助金化。

小規模な補助金であるダム周辺環境整備事業費

補助等を廃止。

） そ の 他

事業評価の徹底

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一

平成 年度河川局関係予算（案）の概要

平成 年度予算案は、現在召集されている通常国会において審議されております。景気回復が実感できない現

状におきましては、年度内成立が望まれるところです。

このうち、国土交通省河川局関係予算（案）の概要につきまして、抜粋してご紹介いたします。

平成 年度河川局関係予算の概要

集中豪雨や台風により全国各地で水害、土砂災害及び高潮災害が頻発したことを踏まえ、再度の災害発生

の防止や床上浸水の解消等を図る防災施設の整備を強力に推進する。

国民の安全・安心を早期に確保するため、災害対策の抜本的な見直し・強化を図ることとし、防災情報等

のソフト対策の確立や既存施設の有効活用などを本格的に実施する。

地方にとって使い勝手が良く、地方の創意工夫がより活かされるよう国庫補助負担金改革を実施する。



層の向上を図るため、事業評価を徹底し、事業を厳

選する。平成 年度新規事業採択箇所においても、

費用対効果分析を含む総合的な評価を実施。

コスト構造改革の推進

これまで取り組んできた直接的な工事コストの縮

減等に加え、平成 年 月に策定された 国土交通

省公共事業コスト構造改革プログラム に基づき、

事業のスピードアップによる事業便益の早期発現や

将来の維持管理費の縮減等、公共事業のすべてのプ

ロセスをコストの観点から見直す コスト構造改革

に取り組み、総合的なコスト縮減対策を推進。

災害対策緊急事業推進費の創設（国土計画局所

管）

洪水、高潮、土砂流出、地震等による災害の発生

地域において緊急に実施することが必要な再度災害

防止に資する事業等に対して、年度途中においても

機動的な対応が可能な予算を創設。
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平成 年度河川局関係予算概算要求事業別総括表

（単位 百万円）

区 分

平 成 年 度 前 年 度 倍 率

事 業 費 国 費 事 業 費 国 費 事 業 費 国 費

（ ） （ ）

河 川
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

河 川 総 合
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

砂 防
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

総 合 流 域 防 災
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

海 岸

機 械

独立行政法人土木研究所

小 計
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

（再掲）
治 山 治 水

治 水

海 岸

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 等

都 市 水 環 境 整 備 事 業

特定治水施設等整備事業

住 宅 宅 地 基 盤 特 定 治 水
施 設 等 整 備 事 業

下 水 道 関 連 特 定 治 水
施 設 整 備 事 業

計

災 害 復 旧 関 係 事 業

災 害 復 旧

災 害 関 連

合 計
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平成 年度河川局関係予算総括表（成果目標別）

（単位 百万円）

区 分

平 成 年 度 前 年 度 倍 率

事 業 費 国 費 事 業 費 国 費 事 業 費 国 費
（ ） （ ）

水 害 対 策 費
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

土 砂 災 害 対 策 費
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

海 岸 保 全 対 策 費
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

生 活 環 境 整 備 費
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

自 然 環 境 保 全・ 整 備 費
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

研 究 開 発 費
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

小 計
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（再掲）
治 山 治 水

治 水

海 岸

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 等

都 市 水 環 境 整 備 事 業

特 定 治 水 施 設 等 整 備 事 業

住 宅 宅 地 基 盤 特 定 治 水
施 設 等 整 備 事 業

下 水 道 関 連 特 定 治 水
施 設 整 備 事 業

計

災 害 復 旧 関 係 事 業

災 害 復 旧

災 害 関 連

合 計

（注） 成果目標別及び 治山治水 の各事業の額は、道路関係社会資本（事業費（ 年度 百万円、 年度 百万円）、国費（
年度 百万円、 年度 百万円））を含んだ額である。
上段（ ）書は、特定治水施設等整備事業を含んだ場合の額である。

前頁の注記
（注） 国費には、前年度剰余金等として 年度には、 百万円、前年度には、 百万円を含む。

各事業の額は、道路関係社会資本（事業費（平成 年度 百万円、前年度 百万円）国費（平成 年度 百万円、前
年度 百万円））を含んだ額である。
上段（ ）書は、特定治水施設等整備事業を含んだ場合の額である。
ダム の事業費には本表の外に、特定事業先行調整費として平成 年度 百万円がある。
河川 には、都市水環境整備事業を含む。

（再掲）欄 急傾斜地崩壊対策等 には、総合流域防災事業（事業費（平成 年度 百万円、前年度 百万円）国費（平
成 年度 百万円、前年度 百万円）を含む。
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河川行政の新たな展開

総合的な豪雨災害対策の推進

今年度は、梅雨期の集中豪雨や度重なる台風の上

陸により、全国各地で水害、土砂災害及び高潮災害

により大きな被害が発生した。

気候変動の影響等により、近年集中豪雨が多発す

る傾向にある。また、少子高齢化が進展し高齢者世

帯が増加するとともに、旧来の地域コミュニティー

の衰退が見られるなど、災害時の共助の体制は脆弱

になってきている。

このような自然的社会的状況の変化を踏まえ、自

助・共助・公助の役割分担も考慮し、災害に対して

安全な社会の形成を図るため、従前からの水害、土

砂災害、高潮災害についての対策を緊急に総点検し、

抜本的な見直し・強化を図っていく必要がある。

今年度の災害の特徴と新たな課題

自然的状況

局所的な集中豪雨が多発

流域が比較的小さい中小河川での洪水や土砂

災害の増大

洪水予測等があまり行われていなかった中小

流域での情報提供の充実をはじめ迅速な警戒

避難体制が必要

これまでの記録を超える降雨量、高潮の波

高・波力などが各地で発生

自然の外力は施設能力を超える可能性が常に

あることをふまえた備えが必要

破堤が多数発生。多くの人命、財産を失うだ

けでなく、後片づけなど事後対応も大変

破堤のように災害現象が急激に拡大すること

がないような対策が必要

災害現象の急激な変化を念頭においた避難警

戒体制が必要

社会的状況

高齢者や保育園児などの災害弱者の被災が特

徴的

少子高齢化に対応した警戒避難体制の確立が

必要

旧来型の地域コミュニティの衰退、水防団員

の減少と高齢化など地域の共助体制が弱体化

近年の社会的状況を踏まえた共助体制の再構

築が必要

避難勧告の発令や伝達の遅れや、伝達されて

も避難しない人が多数

住民や自治体等の災害経験が減少し、危機意

識も低下している中でも、災害時に的確な認

識や行動がなされるような仕組みが必要

地下鉄、地下街など地下空間利用が増加して

いる中での地下空間が多数浸水

都市の地下空間の浸水に対する防御と的確な

避難誘導体制の構築が必要

今後の対策の基本的方向

ソフト対策とハード整備が一体となった減災

豪雨災害対策緊急アクションプラン（平成 年 月 日策定）

実施する施策 期間・数値目標等

送り手情報から受け手情報への転換を通じた災害情報の提供の充実

中小河川等における洪水予測等の高精度化

局所的降雨予測データを活用した中小河川の短時間での
洪水予測情報の提供

平成 年度中にガイドラインを作成し、平成 年度以降
年間で、一級水系の主要な中小河川約 河川についてシ

ステムを整備。主要な二級水系の約 河川については準
備の整った河川から順次実施。

海岸地形等を考慮した海岸域ごとの高潮予測情報の提
供

平成 年度は予測モデルを構築し、平成 年度から東京
湾など 箇所で試行。

局所的降雨予測データの活用による従来より早い 土
砂災害警戒情報 の提供

平成 年度に市町村への提供を試行。平成 年度以降
年間で、市町村、報道機関等への提供を全国で実施。

中小河川での水位計テレメータの整備による情報空白
域の解消

平成 年度以降 年間で、約 地点について水位計テレ
メータを整備し、背後に人口・資産を抱える全ての河川で
のリアルタイムの水位情報の把握を可能にする。

海域の各機関の潮位・波高データの標準化・共有化な
どによる迅速な情報の把握

平成 年度以降 年間で、瀬戸内海、東京湾、伊勢湾、
大阪湾、有明海の高潮のおそれのある主要な 地区につい
て、各機関の潮位・波高データについてデータ形式を標準
化し、共有化するシステムを整備。
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受け手の判断・行動に役立つ河川等情報の提供

氾濫域での浸水状況の情報提供 平成 年度にマニュアルを作成。平成 年度以降 年間
で、すべての一級水系の一部の区間で試行。中小河川につ
いては、情報の把握・提供手法について検討後、具体化。

大河川の破堤後の氾濫による浸水区域や水深等につい
て予報の実施

洪水予報の一部とすることについて、次期通常国会に向
けて水防法改正を検討。

住民からの土砂災害の前兆情報を収集し、行政からの
避難情報等を伝達する双方向システムの全国展開

平成 年度以降 年間で、過去 年間に大規模な災害を
受けた約 市町村で実施。

受け手に情報が確実に伝わるための体制整備

浸水想定区域内の住民に対して警戒水位、危険水位の
到達情報の確実な伝達と警戒水位以上の水位情報の公表

次期通常国会に向けて水防法改正を検討

市町村が避難勧告等の情報を発令するに際して、河川
管理者等が保有するダム放流警報用スピーカー、電光掲
示板などを市町村に開放

平成 年度中にガイドラインを作成し、使用ルール等の
整理の後、平成 年度から開放。より効果的効率的な活用
を検討するため、地方整備局等で試行。

河川管理者が保有する 等による画像情報の自治
体・報道機関等への積極的な提供

平成 年度中にガイドラインを作成。平成 年度以降、
沿川の希望するすべての自治体・報道機関等と調整し、提
供先を拡大。

平常時からの防災情報の共有の徹底

浸水想定区域等の区域指定の拡大

洪水到達時間や過去の洪水実績と降雨量の関係など、
どの程度の雨で、いつ頃危険かといった身近な河川等の
情報の住民への周知

平成 年度中にマニュアルを作成し、主要な中小河川約
河川で平成 年度以降 年間で実施。

浸水想定区域の指定・公表を義務化する河川の拡大 主要な中小河川である水防警報河川における浸水想定区
域の指定・公表の義務化について、次期通常国会に向けて
水防法の改正を検討。

都道府県知事が行う浸水想定区域の指定・公表に要す
る調査経費に対する助成

平成 年度予算において制度を要求中

これにより、平成 年度以降 年間で、約 河川の浸
水想定区域を指定・公表。

土砂災害警戒区域の指定を緊急に全国展開 平成 年度以降 年間で、過去 年間に大規模な災害を
受けた箇所や災害時要援護者施設を含む箇所約 箇所を
指定。うち平成 年度は約 箇所を緊急指定。

ハザードマップの全国的緊急配備

主要な中小河川にかかる洪水ハザードマップ作成・公
表の義務付け

市町村が行う洪水ハザードマップの作成・公表に要す
る調査経費に対する助成

主要な中小河川にかかる洪水ハザードマップの作成・公
表の義務化について、次期通常国会に向けて水防法改正を
検討。
平成 年度予算において制度を要求中

これにより、平成 年度以降 年間で、約 市町村で
作成・公表。

土砂災害ハザードマップを土砂災害のおそれのある地
域での作成・公表

土砂災害警戒区域の指定にあわせて、平成 年度以降
年間で、約 箇所での作成・公表を実施。

水害等に適合した避難場所の総点検への支援

水害等に適合した避難場所の総点検と全面的な見直し 平成 年度から、ハザードマップの作成・公表にあわせ
て、市町村が行う見直しを支援

迅速かつ効率的な防災施設の機能の維持向上

防災施設の整備状況の調査・評価・公表

地域の災害安全度や防災施設の整備状況の調査・評価・
公表及びその結果に基づいた整備進度の管理

平成 年度から実施

実施する施策 期間・数値目標等
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体制の確立

治水安全度の早期向上のための多様な整備手

法の導入、既存施設の有効活用、管理の高度化

新規予算制度

総合流域防災事業の創設（補助）

水害対策と土砂災害対策、ハード対策とソフト対

策を一体的に実施し、地方の自主性・裁量性をより

高めつつ、豪雨災害等に対し流域一体となった総合

的な防災対策を推進するため、個々の事業規模が小

さい等から個別箇所ごとの予算管理を行う必要性が

低い事業について、流域単位を原則として、包括的

に水害・土砂災害対策の施設整備等（河川改修、砂

防設備・地すべり防止施設・急傾斜地崩壊防止施設

の整備、雪崩対策等）や、災害関連情報の提供等の

ソフト対策（情報基盤整備、砂防基礎調査等）を行

う事業に対して補助する。

また、都道府県が行う浸水想定区域の指定に係る

調査及び市町村が行うハザードマップ作成に係る調

査（ 年間に限る。）、並びに堤防の質的強化対策を

新たに補助対象にするとともに、情報基盤整備事業

の内容を拡充し水位や流量等を予測・提供するシス

テムを補助対象とする。

） 浸水想定区域図等の整備の推進 総合流域防災

事業において実施

避難勧告等の判断、円滑な避難活動等の有効な情

報源であるが普及していない都道府県管理の中小河

川におけるハザードマップの整備を強力に推進する。

現在は、洪水予報が可能な河川においては洪水予

報河川に指定し、浸水想定区域の指定・公表を義務

づけている。今後、その普及を促進するため、洪水

予報が現状では行えない河川で氾濫した場合に大き

な浸水被害が想定される河川についても、浸水想定

区域の指定・公表を新たに義務づけ、早急に区域の

指定が図られるよう一定の期間に限って都道府県が

浸水想定区域に係る調査費用を補助（補助率 ）

するとともに、洪水ハザードマップに係る調査費用

堤防の質的強化

計画高水位に達するような高い水位が長時間続いても容
易に壊れないよう堤防の質的強化対策の実施

平成 年度以降 年間で、直轄河川についてはすべての
堤防の詳細点検を完了。中小河川の主要な区間については
平成 年度に作成した点検・対策ガイドラインに基づき、
堤防現況図（カルテ）を作成。点検結果、背後地の重要性、
被災した場合の被害の程度等を勘案して優先整備区間を定
め、順次実施。

防災機能を一層向上させるための既存施設の有効活用

降雨予測技術の進展も踏まえた、ダムの機能をより効果
的に発揮させるための操作ルールの変更

平成 年度中に雨量データの分析を行い、ガイドライン
を作成。平成 年度から、直轄・水機構のすべてのダムに
ついて速やかに事前放流等について検討し、その結果に基
づき、操作規則の変更も含めて随時実施。一定規模以上の
補助ダムについても同様に実施。

地域の防災対応力の再構築

災害時要援護者への対応

高齢者等の災害時要援護者の円滑な避難行動支援のため
の仕組みの整備

関係省庁と連携し、平成 年度中に避難支援のガイドラ
インを作成。

水防活動等の体制強化

水防団員の労苦に報いる条件整備 次期通常国会に向けて水防法改正を検討

水防活動に協力する 等と水防団が連携する制度の
創設

次期通常国会に向けて水防法改正を検討

地下空間における避難誘導体制の構築

大規模な地下空間の管理者に洪水時の避難確保計画の作
成を義務付け

次期通常国会に向けて水防法改正を検討

河川管理者の防災体制の総点検と改善

国及び地方の河川管理者の災害時の危機管理体制や平常
時の対応等を総点検

国については平成 年中、地方については来年の出水期
までに結果をとりまとめ

実施する施策 期間・数値目標等
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を補助（国 、県 、市町村 ）する。

） 堤防強化対策の推進 総合流域防災事業におい

て実施

堤防は、長い歴史の中で、これまで繰り返し築造

されてきた長大な土構造物であり、基本断面形状が

確保されていても浸透、洗掘等により破堤する危険

性が内在している。本年度 月の新潟・福島豪雨、

福井豪雨では、県管理河川の堤防が各所で破堤し、

甚大な被害が発生した。

国管理河川の堤防については堤防点検を実施し必

要な堤防強化対策を進めているところであるが、都

道府県管理の中小河川の堤防についても、破堤した

場合に大きな氾濫被害をもたらす区間の緊急点検の

結果等を踏まえた堤防強化対策を実施する。一連区

間の計画的な改良工事を実施中の河川に限らず、緊

急かつ機動的に実施する必要があるため、総合流域

防災事業において、堤防の質的整備（堤防の表面の

被覆、断面の拡大等により洪水時の河川水の浸透作

用や洪水流による浸食作用等に対して堤防の安全性

を確保する堤防強化対策等）を実施する。

） 総合的な情報基盤整備の実施 総合流域防災事

業において実施

洪水時において、河川の水位データは避難勧告等

の判断、円滑な避難活動等に役立つ重要な情報であ

るが、中小河川においては水位計テレメータの設置

箇所数が少ない。

水位情報空白地帯の解消のための水位計テレメー

タの設置、防災に関する各種情報の一元的管理シス

テムの構築等を行うため、河川・ダム・砂防事業に

おける情報基盤緊急整備事業を統合補助金化（総合

流域防災事業）し、都道府県内の流域全体を対象と

した情報基盤を整備する。

その他の災害危機管理対策

利根川等の大河川の決壊は、わが国の社会・経済

活動に大きな影響を与える（利根川の場合約 兆円

の被害を想定）。このような洪水に対し、社会経済

全体を捉えた被害想定を行い、全国的な見地から関
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係者一体となって、予防・応急・復旧・復興等の総

合的な危機管理戦略を策定する。

併せて、津波、火山、地震対策の推進、危機管理

体制の充実等を図る。

大規模水害危機管理国家戦略

社会経済全体を捉えた被害想定

破堤した場合等の地域及び我が国全体の経済等に

与える影響の想定と公表

緊急減災対策の実施（成果目標設定とハード・

ソフト一体となった整備）

被害減少のための具体の成果目標を関係機関と連

携を図り設定。それに基づき、ハード・ソフト一体

となった整備を戦略的・重点的に実施

総合的な危機管理の活動要領の策定

破堤氾濫した場合の国・地方公共団体・指定公共

機関等による広域的な応援体制等に関する全体行動

計画の策定

河川氾濫流制御等戦略

河川氾濫時の氾濫流制御対策・破堤箇所の応急対策

防災施設の効果的整備戦略の策定

治水施設・防災拠点・避難場所・避難路等の段階

的な整備計画の策定・実施

総合的な津波対策の推進

今般のインド洋沿岸諸国における大津波の発生も

踏まえ、堤防の嵩上げ・耐震化や水門等の自動化・

遠隔操作化等のハード対策とともに、津波防災ス

テーションの整備による的確な情報提供等のソフト

対策を一体的に実施し、総合的に減災対策を実施

火山噴火緊急減災対策計画の策定

大規模な火山噴火に起因する火山泥流等の土砂災

害に対して緊急的な災害対応をとるために、導流堤

等のハード対策とあわせ、適切な土地利用計画の策

定、観測機器等の設置による警戒避難体制の確立等

のソフト対策を総合的に実施するための火山噴火緊

急減災対策計画を他省庁とも連携して策定

危機管理体制の充実

社会資本防災情報共有プラットフォームの構築

新規

省内各機関がアクセス可能な社会資本防災情報共

有プラットフォームを構築し、地図や画像を用いて

国民に対してわかりやすい情報を提供

防災バックアップ体制の確立 新規

大規模災害等により国土交通省防災センターが使

用できなくなった場合に備えた防災バックアップセ

ンターの整備推進

新規予算制度

津波危機管理対策緊急事業の創設（補助）

東海、東南海・南海地震等に伴う津波から人命を

最優先に防護するため、各省連携の下、緊急的な危

機管理のための機能の確保及び避難対策に係る堤防

護岸の補修、津波防災ステーションの整備、水門等

の自動化・遠隔操作化、津波ハザードマップの作成

支援等のハード・ソフトにわたる事業を総合的に推

進する制度を創設する。



平成 年 月 日 治 水 （第三種郵便物認可） 第 号 （ ）

流域・川・海リニューアルプログラム

高度成長期に代表される機能性を重視した社会・

経済の下、洪水に対する安全を確保するといった単

一機能向上を目的とした河川改修等の実施により、

生物の生息・生育の場や人と川のつながり等が分断

されてきた。このような状況に対し、流域・海域一

体として、水、土砂、生物、栄養塩等物質の状態を

総合的に点検し、水の流れ、生物の生息・生育空間、

人と川の関係等の“つながり”を徹底的に回復する。

リニューアルの基本方針の宣言

水、生物の移動性、土砂、栄養塩、人と水辺、

水に係る地域活動等徹底的に連続性を確保

既存施設に不足している機能の確保、既存施

設の更なる活用

総点検 山から沿岸域までの、線（川）から面（流

域）の総合評価

連続性の総点検（水、生物の移動、土砂・物

質、人と水辺、水に係る地域の活動）

今日的総合的見地からみて整備した施設に足

りないもの（景観への配慮、周辺環境整備、生

物の生息・生育環境）

連続性の確保

エコロジカルネットワーク再生計画の策定

流域・海域のエコロジカルネットワークの構築

総合水系環境整備事業の創設 新規

河川事業とダム事業の環境整備事業を統合化する

ことにより、水系一貫した環境整備を推進（直轄）

栄養塩類等の管理目標等に関する検討 新規

モデル地域を選定し、ダムの堆砂の海域運搬等

の事業を試行的に実施するとともに、栄養塩類

の循環に着目した河川管理施設等の新たな管理

指針を作成

流域内の既存ストックの有効活用

ダム再編の推進

治水上の効果が高いなどの流域特性に応じたダ

ムの最適配置に向けた再編を推進し、治水・利

水等の機能向上を図る。

堰堤改良事業の拡充（ダム機能向上事業）新規

ダム運用の見直しによる治水機能の向上や下流

の無水区間の解消などの河川環の改善のため、

既設ダムに必要な事前放流用施設（小規模放流

管）の増設などによる総合的なダム機能の向上

を図る。

水利制度のグリーン化と よくわかる水利情報

の提供促進

環境用水及び水源として豊水を活用する場合の

水利使用許可基準を新たに策定

水利関連情報（水利制度の仕組み、水利権者、

許可水量、利水安全度等）を広く国民へ提供

新規予算制度

総合水系環境整備事業の創設（直轄）

河川の環境整備については、流域全体の視点から

の整備が重要であり、特に上流ダムを有する水系に

ついてはダムとの連携が必要である。したがって、

上流ダムにおける環境整備と河川における環境整備

を連携することにより、効果的な河川の水質浄化や

ダムから河口まで連続した魚道整備による魚類の遡

上・降下環境の改善等を図る。

河川環境整備事業費補助の統合補助金化（補助）

指定区間内の一級河川及び二級河川において、流

域単位を原則として河川環境整備事業を統合補助金

化することにより、現地の状況に即応した予算運用

等が可能になるなど事業主体である都道府県等の裁

量性を高めるとともに、事務の簡素化を図る。

堰堤改良事業の拡充（ダム機能向上事業）（直轄

及び補助）

過去に建設されたダムは、放流量をきめ細かく調

整する機能を有していないなど放流設備や環境対策

等に不十分なものがある。

ダム運用の見直しによる治水機能の向上や下流の

無水区間の解消などの河川環境の改善のため、既設

ダムに必要な事前放流用施設（小規模放流管）の増

設などによる総合的なダム機能の向上を図る。

かわまちづくり運動の展開

地域の活性化や地域の再生の重要な要素として、

河川や水辺の持つ多様な機能を発揮するため、せせ

らぎの復活、清流の確保、地域の特性を活かした整

備等に取り組むとともに、地域の創意工夫が活かせ

るような仕組みを構築する。

都市の水路の再生

都市の防火用水の確保、ヒートアイランドの緩和

等に資する水辺の再生を行うため、地域住民、市町

村、河川管理者等と連携を図って都市水路計画を策

定し、失われた水辺の再生に着手

水の回廊再生方策の検討調査 新規

都市域の水面・水路再生に向けた新たな水源活

用調査検討を行うとともに、水面・水路再生の全

体計画及び維持管理・費用分担制度等を検討

水辺の賑わい空間の創出



社会実験を活用して、水上マーケット等の展開を

可能とし、水辺の賑わい空間を創出

歴史・文化のかわづくり

歴史文化がトータルデザインされた水辺空間づく

り（歴史文化の雰囲気を醸し出す景観づくり、船着

場などの整備）のため、具体的に評価項目を設定し、

地域のまちづくり計画と一体となった歴史・文化の

かわづくりを推進

かわとまちのフットパス整備

河川管理者、都道府県、市町村、地元住民が一体

となって、かわとまちの魅力ある場所を フットパ

ス で結ぶ計画を策定し、散策路の整備とかわとま

ちのアクセス性の改善等を行い、散策等を楽しめる

コースを整備

地域社会の再構築を支援する事業の重点化

地域社会の再構築を支援する河川の整備・管理に

ついて、地域と協働して、具体の目標や役割等を設

定し、達成状況も含めて評価・公表するとともに、

地域の熱意・努力に応じて予算を重点化

統合河川管理体系の構築

本格的な河川管理施設の更新時代を迎え、より一

層、重点的、効果的な取り組みが必要になっており、

絶えず状態が変化する河川の特性を踏まえた

型トータルマネジメントシステムの構築等を図る。

（特に治水機能に係る面について、先行的に実施）

河川のトータルマネジメントに必要な管理水準の

設定

堤防管理、河道管理、危機管理、河川環境管理等

を総合的に勘案して各河川の管理水準を設定

河川のトータルマネジメントシステム（

型河川管理システム等）の構築

河川の状態を把握・評価し、設定された管理水準

を目標に良好な状態を保持するため機動的に管理手

法を改善する 型トータルマネジメントシス

テム（監視─評価─計画─改善）の構築

管理状況の情報管理システムの構築

河川のトータルマネジメントシステム（ 型

河川管理）に必要な管理状況の情報の蓄積活用シス

テム（三次元電子地図や河川 の活用等）の構築

性能評価に基づく最適効率設計・整備・管理シス

テムの開発

施設・部材に要求される信頼性・耐久性に応じ、

ライフサイクルコストが最小となるように設計・整

備・管理する体系への転換（技術開発、設計基準の

見直し、戦略的な管理計画等）

河川管理への の参画制度の創設

河川環境教育プログラムの策定
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河川における生涯教育の充実を目指し、市民

団体等と連携し河川毎で予定されているイベン

ト等をとりまとめ

空間管理計画の見直し

地方公共団体や市民等が参画して、空間管理

計画を見直し

今までの清掃活動以外に、貴重種保護のための

樹木伐採や外来種対策を実施する区域を設定

市民連携プログラムの策定

市民団体と河川管理者が協定を締結し、市民

団体の活動内容を決定するとともに、活動に対

する支援を実施

その他の新たな取り組み 新規予算事項等

沖ノ鳥島の管理の充実

沖ノ鳥島周辺の海象については、昭和 年以降観

測を続けているところであるが、リーフ外の波高

データについては、リーフ外の地形が急峻でかつ水

深が深いため従来の波高計を設置できないことから

現在まで計測できず、リーフ全体及び海岸保全施設

の保全に有効なデータの入手が行えない状態である。

このため、沖ノ鳥島に海象観測用レーダーを導入

し、常時波高観測を行うことで、同島のリーフ全体

及び海岸保全施設への影響把握（リーフ内の波浪解

析）や台風等荒天時の波高監視を行い迅速な対応を

可能とするなど、有効かつ安全な維持管理工事を実

現する。

海岸における一元的整備の徹底

異なる省庁が所管する隣接した海岸については、

大臣間協議等を積極的に活用し、主務省庁を一元化

して実施することにより、効率的・効果的に海岸事

業を推進

中小河川の管理の充実、津波・高潮対策のための

次元電子地図整備の推進

河川測量があまり行われず河道状況等が十分に

把握されていない中小河川について、三次元電

子地図の整備により河道状況等を緊急に把握

東海、東南海・南海地震時の避難警戒システム

（いわゆる津波・高潮ハザードマップ策定等）

に活用するため、海岸域の標高を広範囲に高精

度でカバーする 次元電子地図を整備。併せて、

海岸保全施設のデータベース機能への応用方策

についても検討

特定事業先行調整費制度の創設（独立行政法人水

資源機構）

一般にダムの本体工事は、経済的な計画に基づき

事業を実施する場合において、一時的に多額の事業

費を要する。この事業の性格上生ずる 事業費の山

に対して、独立行政法人水資源機構の保有する自己

資金を活用し、年度事業費を先行的に調整し、後年

度に所定の財源で措置することにより、事業工期を

遵守しつつ、毎年度の財政支出の平準化を図る。

災害対策緊急事業推進費の創設（国土計画局所管）

洪水、高潮、土砂流出、地震等による災害の発生

地域において緊急に実施することが必要な再度災害

防止に資する事業等に対して、年度途中においても

機動的な対応が可能な予算を創設する。

時代のニーズに応じた補助事業改革の推進

総合流域防災事業の創設

情報基盤緊急整備事業（河川）

流域対策施設整備事業（流域貯留浸透事業）

統合河川整備事業

統合準用河川改修事業

情報基盤緊急整備事業（ダム）

通常砂防事業 一部

土砂災害情報相互通報システム整備事業

（砂防）

情報基盤緊急整備事業（砂防）

砂防基礎調査（砂防）

地すべり対策事業 一部

土砂災害情報相互通報システム整備事業

（地すべり）

情報基盤緊急整備事業（地すべり）

砂防基礎調査（地すべり）

急傾斜地崩壊対策事業 一部

土砂災害情報相互通報システム整備事業

（急傾斜地）

情報基盤緊急整備事業（急傾斜地）

雪崩対策事業

急傾斜地基礎調査

総合流域防災事業

津波危機管理対策緊急事業の創設

高潮対策事業 一部

局部改良事業 一部

海岸保全施設補修統合補助事業 一部

海岸環境整備事業 一部

津波危機管理対策緊急事業

河川環境整備事業費補助の統合補助金化

その他



河川修繕費補助 、ダム周辺環境整備事業費補助、

堰堤修繕費補助、砂防設備修繕費補助、地すべり防

止施設修繕費補助及び河川改修事業費補助のうち耐

水型地域整備事業を廃止。

平成 年度予算において計画を承認されている国

庫債務負担事業の平成 年度分を除く。

予算編成時における新規採択箇所

五名ダム再開発事業（河川総合開発事業）

湊川水系湊川は、昭和 年 月、昭和 年 月、

平成 年 月の台風 号と洪水被害が発生してお

り、早急な治水対策が望まれている。また、湊川は香

川県東かがわ市の耕地等に対する水源として広く利

用されているが、平成 年、平成 年、平成 年等夏

期において、しばしば深刻な水不足に見舞われてお

り、流水の正常な機能を維持するため不特定補給を

行うことが求められている。さらに、東かがわ市で

は、近年の産業活動の進展や生活水準の向上等、水

道用水の需要の増加が予想され、これらを賄うため

の安定した新たな水源の確保が強く望まれている。

このため、湊川の洪水調節、流水の正常な機能の

維持及び東かがわ市への水道用水の供給を目的とし

た補助多目的ダム事業である五名ダム再開発事業を

建設移行する。

静岡県庵原郡由比地区直轄地すべり対策事業

日本の大動脈（東名高速道路・国道 号・ 東

海道本線及び情報通信網等）が集中している静岡県

庵原郡由比地区において、豪雨や東海地震等により

大規模な地すべりが発生するおそれがあることに鑑

み、当該地区の地すべり対策を促進するため、直轄

地すべり対策事業に新規着手する。

今後、地下水排除工等の抑制工及び地すべりの滑

動力に抵抗する抑止工を施工することとし、平成

年度は、調査設計を進めるとともに工事用道路の建

設に着手する。

効率的、効果的な事業の実施

既存ストックの有効活用

ダム再編の推進

治水上の効果が高いなどの流域特性に応じたダム

の最適配置に向けた再編を推進し、治水・利水等の

機能向上を図る。

堰堤改良事業の拡充（ダム機能向上事業）

ダム運用の見直しによる治水機能の向上や下流の

無水区間の解消などの河川環境の改善のため、既設

ダムに必要な事前放流用施設（小規模放流管）の増

設などによ る総合的なダム機能の向上を図る。

堤防強化対策の推進

破堤した場合に大きな氾濫被害が想定される中小

河川の堤防を対象に平成 年に実施した緊急点検の

結果等を踏まえ、堤防弱部の強化対策を重点的に実

施する。

コスト構造改革の推進

国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム

に基づき、事業のスピードアップ、設計の最適化、

調達の最適化をポイントとした公共事業のすべての

プロセスを例外なく見直す コスト構造改革 に取

り組んでおり、事業のスピードアップによる事業便

益の早期発現や将来の維持管理費の縮減等、総合的

なコスト縮減をより一層推進し、平成 年度から

年間で、平成 年度と比較して ％の総合コスト縮

減率を達成することを目標とする（ 頁表参照）。

新たな行政課題に対する調査検討（行政部費）

防災情報の集約・提供・活用体制高度化方策検討

経費

防災バックアップセンター設計

災害情報の集約・共有の高度化検討

土砂災害警戒情報システム検討

コミュニティ水災防止体制構築支援方策検討

水の回廊再生方策検討調査経費

栄養塩類等の管理目標等に関する検討等経費

河川における都市・地域再生等のための施設利用

に係る社会実験効果調査経費

川の安全利用方策検討経費

洪水リスク・施策に関する評価指標の開発・検討

経費

自律的移動支援プロジェクトの推進経費

事業の客観性・透明性確保に向けた取り組み

ダム事業改革の取り組みについて

ダム事業については、社会経済情勢の変化等に伴

う事業を巡る批判や新たなニーズに積極的に応える

べく、事業マネジメントの徹底・透明性の確保、よ

り効率的な予算執行、コスト縮減の新たな取り組み、

環境への配慮、既存ダムの活用等の取り組みを通じ

て、ダム事業改革を推進する（ 頁図参照）。

政策評価及び個別公共事業の評価について

平成 年 月に 行政機関が行う政策の評価に関

する法律 （行政評価法）が施行され、法律上の明
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確な枠組みに基づいて政策評価を実施。また、同法

に基づき、国土交通省政策評価基本計画を策定し、

政策アセスメント（事前評価）

新規施策について、必要性・効率性・有効性を

厳しくチェックした上で施策を企画立案

政策チェックアップ（業績測定）

国民の目から見てより分かりやすいものとなる

よう、成果（アウトカム）で政策を評価

政策レビュー（プログラム評価）

国民の関心の高いテーマ等を選定し、政策の見

直し、改善につながる総合的な分析・評価を実施

の つの評価によるマネジメントサイクルを確立。

また、個別公共事業の実施においては、新規事業

採択時評価、再評価について、同基本計画に基づき

実施。

政策アセスメント（事前評価）の概要

新規・拡充施策等について、必要性・効率性・有

効性の観点から厳しくチェックし、真に必要な施策

を企画立案。例えば必要性の観点からは、目標と現

状の乖離の把握や、その原因分析・課題の特定を行

い、具体的施策を提案。

政策チェックアップ（業績測定）の概要

毎年度末を目途に、事業実施により国民等にどの

ような効果がもたらされるのかをできるだけ直接的

に表す業績指標（アウトカム指標）の測定を行い、

指標と施策に関わる現状を分析することにより、成

果の進捗状況、課題や今後の方向性等を評価し、そ

の結果を予算等に反映（ 頁図参照）。

政策レビュー（プログラム評価）の概要

既存施策について、国民の関心の高さ、政策課題

として重要度等の観点からテーマを選定。第三者か

ら助言等を求めながら、総合的で掘り下げた分析・

評価を実施し、今後の政策の見直し、改善につなげる。

政策レビュー河川局関係テーマ

コスト構造改革への取り組み事例

区 分 事 例 総合コスト縮減効果

事業の重点
化・集中化

・河川、砂防、海岸事業において、事業期間、区間
を設定、公表し、重点投資を行う短期集中型事業の
導入により治水効果の早期発現を図る。

（モデルケースによる試算例）・従来 年間の工期
を要する放水路事業に対し、 年間の工期短縮によ
り約 億円のコスト縮減効果。 事業便益の早期発
現効果を費用便益分析に基づく で除することによ
り、コスト縮減額に換算。（公共事業コスト構造改革
フォローアップ実施要領による）

計画・設計
の見直し

原則として貯水池標高以上（河川区域外）とすべき
付替道路について、道路管理者との協議により、
洪水時の最高水位以上（河川区域内）にルートを変
更し、現道の利用区間の拡大及び原石山・工事用
道路跡地を有効活用して、工事費の縮減を図る。

ダム事業における掘削法面の保護対策であるコン
クリート吹き付け法枠工に対し、同等の安定が図
れる合理化施工法（簡易法枠工）を採用しコスト縮
減を図る。

河口水門のゲートに、従来の門柱タイプ（引き上げ
式ローラーゲート）に替わり門柱レスタイプ（ライ
ジングセクターゲート）を採用することにより、建
設費用を縮減。

砂防ソイルセメントを用いた工法の推進により、
建設発生土の有効活用が可能となり、環境への負
荷軽減、施工の簡素化等を図る。

人工リーフの技術的な指針について、性能規定の
考え方を取り入れた見直しを行うことにより、コ
スト縮減を図るとともに、既設の消波ブロック等
のリサイクルを推進し、景観的にも良好な海岸づ
くりを推進する。

（モデルケースによる試算例）
ルート変更による現林道の利用区間拡大等により、
付替道路工事費 約 億円 約 億円（約 ％コ
スト縮減）

（モデルケースによる試算例）
簡易法枠工の採用により、掘削法面工事費 約
億円 約 億円（約 ％コスト縮減）

（モデルケースによる試算例）
ライジングセクターゲートの採用により、ゲート
部工事費 約 億円 約 億円（約 ％コスト縮
減）

（代表事例によるえん堤の工事費の縮減額）
砂防えん堤基礎部を砂防ソイルセメントによる地
盤改良等の変更により、 百万円 百万円（約
％コスト縮減）

（モデルケースによる試算例）
不透過ブロックで全面を覆い施工されていた人工
リーフについて、陸側を不透過ブロックに代えて、
他で不要となった消波ブロックをリサイクルする
ことにより、従来構造 基あたり約 億円 見
直し後の構造 基あたり約 億円（約 ％コス
ト縮減）
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今後の物流施策の在り方（ ）

バリアフリー社会の形成（ ）

直轄工事のゼロエミッション対策（ ）

プレジャーボートの利用改善（ ）

国土交通行政におけるテロ対策の総合点検（

）

個別公共事業の評価

平成 年度においても、引き続き河川局所管事業

について新規事業採択時評価や再評価等を実施し、

公共事業の効率的な執行及び事業実施における客観

性・透明性を確保。

新規事業採択時評価

国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価

実施要領 に基づき、以下のいずれかに該当する事

業について新規事業採択時評価を実施。

事業費を新たに予算化しようとする事業

ダム事業の実施計画調査費を新たに予算化し

ようとする事業

再評価

国土交通省所管公共事業の再評価実施要領 に

基づき、以下のいずれかに該当する事業について再

評価を実施。

事業採択後 年間を経過した時点で未着工の事業

事業採択後 年間を経過した時点で継続中の事業

ダム事業の実施計画調査費が予算化後 年間が経

過している事業

再評価実施後 年間が経過している事業

社会的状況の急激な変化、技術革新等により再評価

実施主体等が再評価の必要があると判断した事業

事後評価

国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領

に基づき、平成 年度より本格実施。

評価結果等の公表

原則として、年度予算の支出負担行為の実施計画

が承認された後、評価結果等についてインターネッ

ト等を通じて公表。ただし、個別箇所で予算内示をさ

れる事業（ダム事業）については、概算要求書の財務

省への提出時及び政府予算案の閣議決定時に公表。

（詳細については、

参照）

なお、上記 に係る評価に当たっては、

費用対効果分析を含む総合的な評価を行い、費用対

効果分析については、 治水経済調査マニュアル

（案） 等に基づき実施。

事 業 名
事 業 主 体

水 系 名
河 川 名 位 置

五名ダム再開発事業
香川県

湊川水系
湊川 香川県東かがわ市

ダム事業の評価結果等

．新規事業採択時評価

事業段階の移行に伴うもの

【補助事業】

．再評価

再評価実施状況

事 業 区 分

再評価実施箇所数 再評価結果

年
未着工

年
継続中

準備計
画 年

再々
評価

その他 計
継続

中止
評価手
続き中うち継続見直し

ダム事業

直轄・機構事業

補助事業等

合 計

注 ）平成 年度概算要求に向けた再評価において、既に実施した 事業を含む。
注 ）再評価対象基準

年未着工 事業採択後一定期間（ 年間）が経過した時点で未着工の事業
年継続中 事業採択後長期間（ 年間）を経過した時点で継続中の事業

準備計画 年 準備・ 計画段階で一定期間（ 年間）が経過している事業
再々評価 再評価実施後一定期間（ 又は 年間）が経過している事業
その他 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業
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平成 年度治水課関係予算の事業別内訳

河 川 事 業

予 算 額
（単位 百万円）

区 分
平成 年度（ ） 前 年 度（ ） 倍 率（ ）

事 業 費 国 費 事 業 費 国 費 事 業 費 国 費

直 轄 河 川 改 修

一 般 河 川 改 修
総 合 治 水 対 策 特 定 河 川
特 定 構 造 物 改 築
高 規 格 堤 防 整 備
水 防 災 対 策 特 定 河 川

直轄床上浸水対策特別緊急
直 轄 河 川 維 持 修 繕
直轄河川工作物関連応急対策
直 轄 流 水 保 全 水 路 整 備
直 轄 消 流 雪 用 水 導 入
河 川 事 業 調 査 費

小 計

直轄河川災害復旧等関連緊急

直轄河川激甚災害対策特別緊急

直 轄 計

直 轄 河 川 都 市 基 盤 整 備

直 轄 総 合 水 系 環 境 整 備
総合水系環境整備事業調査費

小 計

直 轄 再 計

河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

広 域 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

基 幹 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

一 般 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

水 防 災 対 策
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

都 市 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

都 市 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

広 域 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

基 幹 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

一 般 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

地震・高潮等対策河川
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）
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特定地域堤防機能高度化

総 合 治 水 対 策 特 定 河 川
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

流 域 対 策 施 設 整 備

都 市 基 盤 河 川 改 修
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

床 上 浸 水 対 策 特 別 緊 急
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

河 川 修 繕

補 助 率 差 額
（ ─）

─
（ ）（ ─）

─
（ ） （─）

─
（ ）

小 計
（ ）（ ）（ ） （ ） （ ） （ ）

河 川 災 害 復旧等関連緊急
（ ） （ ） （ ）（ ） （ ） （ ）

河川激甚災害対策特別緊急
（ ） （ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

補 助 計
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

統 合 河 川 環 境 整 備
（ ） （ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

補 助 再 計
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

住宅宅地基盤特定治水施設等整備

下水道関連特定治水施設整備

河川等関連公共施設整備促進

補 助 再 々 計

合 計

（注） 直轄河川都市基盤整備、直轄総合水系環境整備、総合水系環境整備事業調査費及び統合河川環境整備は都市水環境
整備事業である。
上段（ ）書は、住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業、下水道関連特定治水施設整備事業及び河川等関連公共
施設整備促進事業を含む額である。
前年度予算額は、組換え後の予算額である。

区 分
平成 年度（ ） 前 年 度（ ） 倍 率（ ）

事 業 費 国 費 事 業 費 国 費 事 業 費 国 費
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実施予定箇所

区 分 継 続 新 規 計

直

轄

改 修 河川 河川
一般河川改修 河川

（利根川等）
河川

総合治水対策特定河川 河川
（鶴見川等）

河川
（新河岸川及び佐保川は、一般河川改修と重複計上）

特定構造物改築 箇所 箇所 箇所
高規格堤防整備 地区 地区
水防災対策特定河川 箇所 箇所 箇所

床上浸水対策特別緊急 箇所 箇所 箇所
流水保全水路整備 箇所 箇所
消流雪用水導入 箇所 箇所 箇所
河川災害復旧等関連緊急 河川 河川
激甚災害対策特別緊急 河川 河川
都市基盤整備 河川 河川
総合水系環境整備 水系

（利根川水系等）
水系 水系

補

助

河川改修
広域河川改修 河川 河川 河川
基幹河川改修 河川 河川 河川
一般河川改修 河川 河川

水防災対策 箇所 箇所
都市河川改修
都市河川改修
広域河川改修 河川 河川 河川
基幹河川改修 河川 河川 河川
一般河川改修 河川 河川

地震・高潮等対策河川 河川
（高知地区等）

河川

特定地域堤防機能高度化 河川
（安治川等）

河川

総合治水対策特定河川 河川 河川
総合治水対策特定河川 河川

（寝屋川等）
河川

都市水防災対策 河川
（江東地区）

河川

流域対策施設整備 河川 河川
調節池整備 河川

（江川等）
河川

都市基盤河川改修 河川
（紫川等）

河川

床上浸水対策特別緊急 河川 河川 河川

河川災害復旧等関連緊急 河川 河川

激甚災害対策特別緊急 河川 河川
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区 分
平成 年度（ ） 前 年 度（ ） 倍 率（ ）

事 業 費 国 費 事 業 費 国 費 事 業 費 国 費

直 轄 多 目 的 ダ ム
直 轄 河 川 総 合 開 発

直 轄 流 況 調 整 河 川

水 資 源 開 発 事 業 交 付 金

水 資 源 開 発 事 業 交 付 金

民 間 借 入 金 ─ ─ ─

直 轄 堰 堤 改 良

直 轄 堰 堤 維 持
河 川 総 合 開 発 事 業 調 査

直 轄 計

（水機構民間借入金除き）

補 助 多 目 的 ダ ム

（ ）
（ ）

（ ）

（ ）
（ ）

（ ）

（ ）
（ ）

（ ）

補 助 治 水 ダ ム
（ ）（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

ダ ム 周 辺 環 境 整 備
堰 堤 改 良
堰 堤 修 繕

補 助 率 差 額 ─
（ ）

─
（ ）

─

小 計

（ ）
（ ）

（ ）

（ ）
（ ）

（ ）

（ ）
（ ）

（ ）

下水道関連特定治水施設整備

河川等関連公共施設整備促進

補 助 計

合 計

（水機構民間借入金除き）

［ ］ ［ ］

（注） 上段（ ）書は、下水道関連特定治水施設整備事業及び河川等関連公共施設整備促進事業を含む額である。
上段 書は、利水者負担金を含む額である。
独立行政法人水資源機構の民間借入金は、当該年度の用地先行取得分及びダム建設調整分に係る借入額から、過
年度借入に係る償還額を差し引いたものである。
水機構の事業費には本表の外に特定事業先行調整費として、平成 年度 百万円がある。
前年度国費の合計欄上段［ ］書は、一般会計国費である。
前年度予算額は、組替え後予算額である。

河川総合開発事業

予 算 額
（単位 百万円）
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実施予定箇所

区 分 継 続 新 規 等 計

直

轄

多目的ダム建設事業
建 設 工 事 事業

（利根川 八ッ場ダム 等）
事業

実施計画調査 事業
（子吉川 鳥海ダム 等）

事業

河川総合開発事業
建 設 工 事 事業

（木曾川 横山ダム再開発 等）
事業

実施計画調査 事業
（天竜川 天竜川ダム再編 等）

事業

流況調整河川事業
建 設 工 事 事業

（利根川・那珂川・霞ケ浦導水 等）
事業

独

法

水資源開発事業
建 設 工 事 事業

（木曾川・徳山ダム 等）
事業

補

助

多目的ダム建設事業
建 設 工 事 事業

（和田川 広神ダム 等）
（他に生活貯水池 箇所）

事業
（湊川・五名ダム再開発）

事業
（他に生活貯水池 箇所）

実施計画調査 事業
（斉内川 真木ダム等）

事業

治水ダム建設事業
建 設 工 事 事業

（岩井川 岩井川ダム 等）
（他に生活貯水池 箇所）

事業
（他に生活貯水池 箇所）

実施計画調査 事業
（最上小国川 最上小国川ダム 等）

事業

合 計 事業 事業 事業

（参考）生活貯水池を含む
実施予定事業数 事業 事業 事業

表中の箇所数は、平成 年度中止事業（中止手続き中事業を含む）のうち平成 年度に予算を計上している事業（利根川 戸
倉ダム［水資源開発機構 建設工事］）を除いた箇所数である。

【参考 平成 年度完成予定ダム】

直 轄 ダ ム 摺上川ダム（福島県）、鬼怒川上流ダム群連携（栃木県） 計 事業

補助多目的ダム 迫川総合開発（宮城県）、三室川ダム（岡山県）

小山ダム（茨城県）、九谷ダム（石川県）、石井ダム（兵庫県） 計 事業

補助治水ダム 四川ダム（広島県） 計 事業

機関紙“治水” 月号休刊のお知らせ

機関紙“治水” 月号は、都合により休刊といたします。ご了承願います。
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